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1,大型車の車輪脱落事故防止
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

大型車の車輪脱落事故防止について

令和８年１０月
東北運輸局自動車技術安全部
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掲載事項

① 令和７年度東北管内車輪脱落
事故発生状況（別紙１）

② 大型車を取り扱う指定工場への
ヒアリングによる実態調査結果

③ 大型車の適切なタイヤ脱着・
保守管理作業解説動画
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大大型型車車のの車車輪輪脱脱落落事事故故*発発生生件件数数のの推推移移
全国 うち人身事故（全国） 東北 うち人身事故（東北）

①令和７年度東北管内車輪脱落事故発生状況 【別紙１】

※車両総重量８トン以上の自動車又は乗車定員３０人以上の自動車であって、車輪を取り付けるホイール・ボルトの折損
又はホイール・ナットの脱落により車輪が自動車から脱落した事故

出典：自動車事故報告規則に基づく報告及び自動車メーカーからの報告

事事故故件件数数はは、、対対前前年年度度
東東北北でで１１２２件件減減少少
人人身身事事故故ににつついいてて、、
軽軽傷傷事事故故がが１１件件発発生生

事事故故車車両両のの使使用用のの本本拠拠のの位位置置をを管管轄轄すするる支支局局別別発発生生件件数数
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①令和７年度東北管内車輪脱落事故発生状況 【別紙１】

出典：自動車事故報告規則に基づく報告及び自動車メーカーからの報告

• 冬冬タタイイヤヤへへのの交交換換作作業業がが集集中中すするる１１１１月月以以降降にに多多くく発発生生すするる傾傾向向がが
見見らられれるる
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①令和７年度東北管内車輪脱落事故発生状況 【別紙１】

出典：自動車事故報告規則に基づく報告及び自動車メーカーからの報告

• 脱脱落落事事故故のの発発生生車車両両ににつついいててはは、、車車輪輪脱脱着着作作業業かからら1ヶヶ月月以以内内にに多多くく
発発生生ししてていいるる傾傾向向がが見見らられれるる
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大大型型トトララッックク２２４４件件

業業態態別別発発生生件件数数

（（大大型型ババスス・・大大型型トトララッックク））

①令和７年度東北管内車輪脱落事故発生状況 【別紙１】

出典：自動車事故報告規則に基づく報告及び自動車メーカーからの報告

• 全全てて大大型型トトララッッククでで発発生生ししてていいるる
大大型型ババススはは００件件

• 前前年年度度かからら事事業業用用がが９９件件減減少少

事事業業用用１１６６件件

自自家家用用８８件件

事事業業用用・・自自家家用用別別発発生生件件数数
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車車輪輪脱脱着着作作業業かからら事事故故発発生生ままででのの期期間間別別件件数数 n=24

• ２２４４件件ののううちち、、車車輪輪脱脱着着作作業業後後１１ヶヶ月月以以内内にに発発生生ししたたもも
ののがが１１４４件件（（約約５５８８％％））
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①令和７年度東北管内車輪脱落事故発生状況 【別紙１】

出典：自動車事故報告規則に基づく報告及び自動車メーカーからの報告

• ２２４４件件ののううちち、、１１１１月月～～３３月月ままででのの冬冬季季期期間間中中
にに１１５５件件（（約約６６３３％％））発発生生ししてていいるる

• タタイイヤヤ交交換換作作業業がが集集中中すするる１１１１月月にに実実施施ししたた
車車両両のの件件数数がが１１００件件（（約約８８３３％％））

• 交交換換作作業業ピピーーククのの１１１１月月にに集集中中

n=24

n=12
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タタイイヤヤ交交換換

17件件 71%

タタイイヤヤロローーテテーーシショョンン

5件件 21%

定定期期点点検検

1件件 4%

臨臨時時整整備備

1件件 4%

タタイイヤヤ脱脱着着作作業業内内容容別別発発生生件件数数

大大型型車車ユユーーザザーー

１１８８件件 ７７５５％％

タタイイヤヤ業業者者

４４件件 １１７７％％

整整備備工工場場

１１件件 ４４%

ロローードドササーービビスス

１１件件 ４４％％

タタイイヤヤ脱脱着着作作業業実実施施者者別別

①令和７年度東北管内車輪脱落事故発生状況 【別紙１】

出典：自動車事故報告規則に基づく報告及び自動車メーカーからの報告

• 大大型型車車ユユーーザザーーのの交交換換にに
よよるるももののがが約約７７５５％％をを占占めめ
るる傾傾向向

• タタイイヤヤ交交換換、、タタイイヤヤロローーテテ
ーーシショョンンがが大大半半をを占占めめるる

●●タタイイヤヤ交交換換
・・通通常常タタイイヤヤかからら冬冬用用タタイイヤヤへへのの交交換換
・・冬冬用用タタイイヤヤかからら通通常常タタイイヤヤへへのの交交換換
・・パパンンククやや摩摩耗耗ししたたタタイイヤヤのの交交換換ななどど
●●タタイイヤヤロローーテテーーシショョンン
・・タタイイヤヤのの摩摩耗耗がが偏偏るる事事をを防防止止すするるたためめ、、
前前後後・・左左右右ののタタイイヤヤをを入入れれ替替ええるる
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①令和７年度東北管内車輪脱落事故発生状況 【別紙１】

出典：自動車事故報告規則に基づく報告及び自動車メーカーからの報告

• 初初度度登登録録かからら１１００年年以以上上経経過過ししてていいるる車車両両がが
約約７７１１％％をを占占めめてていいるる。。

• 大大半半ははホホイイーールル・・ナナッットトのの緩緩みみにによよるるもものの • 大大半半ははISO方方式式

n=24

ホホイイーールル・・ナナッットト緩緩みみ

２２２２件件

ホホイイーールル・・ボボルルトト

折折損損 ２２件件

タタイイヤヤ脱脱落落時時のの原原因因 n=24

ＩＩＳＳＯＯ方方式式

２２３３件件

ＪＪＩＩＳＳ方方式式

１１件件

締締めめ付付けけ方方式式 n=24
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①令和７年度東北管内車輪脱落事故発生状況 【別紙１】

出典：自動車事故報告規則に基づく報告及び自動車メーカーからの報告

「「増増しし締締めめ有有りり」」1１１件件ににつついいてて、、脱脱落落のの主主なな推推測測要要因因
• ホホイイーールル・・ボボルルトト等等のの劣劣化化・・摩摩耗耗

• ホホイイーールル・・ボボルルトト、、ナナッットト等等ののネネジジ部部、、ハハブブ面面のの錆錆やや
汚汚れれ

「「増増しし締締めめ有有りり」」１１１１件件ににつついいてて

• 大大半半がが大大型型車車ユユーーザザーー自自らら車車輪輪脱脱着着作作業業
をを実実施施しし、、増増しし締締めめもも実実施施ししてていいるるがが、、１１ヶヶ
月月以以内内にに脱脱落落事事故故がが３３件件発発生生ししてていいるる。。

• いいずずれれもも車車齢齢７７年年以以上上経経過過ししてておおりり、、車車齢齢
１１００年年以以上上経経過過ししてていいるる車車両両がが９９件件でで約約８８２２
％％をを占占めめてていいるる。。

• 経経年年劣劣化化のの影影響響ももあありり、、ネネジジ部部、、ハハブブ面面のの
錆錆、、汚汚れれ等等のの除除去去不不十十分分やや潤潤滑滑剤剤のの塗塗布布
不不十十分分等等にによよりり、、適適正正なな締締めめ付付けけ力力をを得得らら
れれずず脱脱落落にに至至っったたとと推推測測。。

• 日日常常点点検検ににおおいいてて、、確確認認がが不不十十分分でであありり、、
緩緩みみにに気気づづくくここととががででききずず脱脱落落にに至至るるとと推推
測測。。

【【対対策策のの方方向向性性】】
ネネジジ部部、、ハハブブ面面のの錆錆、、汚汚れれ等等のの清清掃掃作作業業やや適適切切なな潤潤滑滑剤剤のの塗塗布布をを実実施施
劣劣化化、、摩摩耗耗がが進進んんだだホホイイーールル・・ボボルルトト、、ホホイイーールル・・ナナッットト等等はは早早めめにに交交換換
日日常常点点検検等等ににおおけけるる、、ママーーキキンンググ、、ホホイイーールル・・ナナッットトママーーカカーー等等のの活活用用

左左後後輪輪のの脱脱落落割割合合がが高高いいここととのの推推測測
左左後後輪輪がが多多くく脱脱落落すするる原原因因ににつついいててはは以以下下のの
可可能能性性がが考考ええらられれるる。。

• 右右折折時時はは、、比比較較的的高高いい速速度度をを保保っったたまままま旋旋回回
すするるたためめ、、遠遠心心力力にによよりり積積みみ荷荷のの荷荷重重がが左左輪輪
にに大大ききくく働働くく。。

• 左左折折時時はは、、低低いい速速度度ででああるるがが左左後後輪輪ががほほととんん
どど回回転転ししなないい状状態態でで旋旋回回すするるたためめ、、回回転転方方向向にに
対対ししてて垂垂直直ににタタイイヤヤががよよじじれれるるよよううにに力力がが働働くく。。

• 道道路路はは中中心心部部がが高高くく作作らられれてていいるる場場合合がが多多いい
ここととかからら、、車車両両がが左左（（路路肩肩側側））にに傾傾きき、、左左輪輪にによよ
りり大大ききなな荷荷重重ががかかかかるる。。

前前輪輪はは、、ホホイイーールル・・ナナッットト緩緩みみ等等のの異異常常がが発発生生
ししたた場場合合、、ハハンンドドルルのの振振動動等等にによよりり運運転転手手がが気気
付付ききややすすいい。。

増増しし締締めめ有有りり

１１１１件件
増増しし締締めめ無無しし

１１２２件件

不不明明

１１件件

脱脱着着作作業業後後のの増増しし締締めめ実実施施のの有有無無

n=24

左左後後輪輪 ２２４４件件

車車輪輪脱脱落落箇箇所所

n=24
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②大型車を取り扱う指定工場へのヒアリングによる実態調査結果

東東北北運運輸輸局局でではは、、令令和和７７年年度度「「大大型型車車のの車車輪輪脱脱落落事事故故防防止止キキャャンンペペ
ーーンン」」をを実実施施しし、、大大型型車車をを取取りり扱扱うう指指定定工工場場にに対対しし、、監監査査等等のの機機会会をを
通通じじてて増増しし締締めめのの周周知知方方法法等等ののヒヒアアリリンンググをを管管内内計計７７００事事業業場場にに実実施施
ししたた。。

ヒヒアアリリンンググ内内容容

タタイイヤヤ脱脱着着時時（（定定期期点点検検含含むむ））ににおおけけるる増増しし締締めめのの周周知知方方法法

・・点点検検整整備備記記録録簿簿へへのの記記載載 ・・増増しし締締めめをを促促すすおお知知ららせせチチララシシ等等のの配配布布 ・・ししてていいなないい

初初めめてて入入庫庫すするる車車両両（（事事業業者者））等等へへのの増増しし締締めめのの必必要要性性等等のの説説明明

・・説説明明ししてていいるる ・・説説明明ししてていいなないい

増増しし締締めめ作作業業のの依依頼頼状状況況

・・依依頼頼有有りり ・・依依頼頼無無しし

増増しし締締めめ入入庫庫のの促促進進

・・ししてていいるる（（チチララシシ配配布布、、増増しし締締めめにに関関すするるアアドドババイイスス等等）） ・・ししてていいなないい

著著ししくくささびびたたホホイイーールル・・ボボルルトト、、ホホイイーールル・・ナナッットト、、デディィススクク・・ホホイイーールル
のの状状態態のの車車両両のの入入庫庫状状況況

・・入入庫庫あありり（（約約 割割程程度度）） ・・入入庫庫無無しし

ホホイイーールル・・ボボルルトト、、ナナッットトののネネジジ部部及及びび各各部部のの清清掃掃やや指指定定潤潤滑滑剤剤のの
塗塗布布状状況況

・・実実施施ししてていいるる ・・一一部部実実施施ししてていいなないい ・・実実施施ししてていいなないい
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②大型車を取り扱う指定工場へのヒアリングによる実態調査結果

点検整備記録簿への
記載, 67%

増し締めを促すお知
らせチラシ等の配布, 

21%

周知していない, 13%

タイヤ脱着時（定期点検含む）における
増し締めの周知方法

説明している 82%

説明していない, 18%

初めて入庫する車両（事業者）等への
増し締めの必要性等の説明

依頼有り
41%

依頼無し, 59%

増し締め作業の依頼状況
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②大型車を取り扱う指定工場へのヒアリングによる実態調査結果

している（チラシ配
布、増し締めに関す
るアドバイス等）, 

55%

していない, 45%

増し締め入庫の促進

入庫あり, 82%

入庫無し, 18%

著しくさびたホイール・ボルト、ホイール・ナット、
ディスク・ホイールの状態の車両の入庫状況

実施している, 86%

一部実施している, 9%

実施していない,  5%

ホイール・ボルト、ナットのネジ部及び
各部の清掃や指定潤滑剤の塗布状況
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②大型車を取り扱う指定工場へのヒアリングによる実態調査結果

ヒヒアアリリンンググ結結果果 管管内内計計：：７７００事事業業場場

増し締め作業の依頼は４４％ （昨年度： ４０％）で依頼が

あった。

増し締めの入庫促進をしている事業場は６４％（昨年度：

８１％ ）

ホイール・ボルト、ナットのネジ部及び各部の清掃や指

定潤滑剤の塗布状況は、４％ （昨年度： ０％）の事業場で

「実施していない」又は「一部実施していない」との回答が

あった。（きちんと塗布するよう指導済）

点検時及び車輪脱着作業時には、ホイール・ナットの脱

落事故防止のため、以下の事項を徹底してください。

ハブ、ホイール・ボルトのねじ部及びナット座面の清掃を

行うとともに、ホイール・ボルトのねじ部にはエンジンオイ

ルを適切に塗布すること。

錆や摩耗が著しいディスク・ホイール、回転がスムーズで

ないボルト、ナットは使用せず、必要に応じて交換するよ

う使用者等へ周知すること。特に、ホイール・ボルト及び

ナットが新品装着後4年以上経過している車両について

は重点的に確認すること。

増し締めの必要性について使用者等へ十分説明すると

ともに、点検整備記録簿への記載やチラシの配布等によ

り周知を図ること。

事事業業者者のの皆皆様様へへ
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啓発動画QRコード

国土交通省YouTubeチャンネル
https://www.youtube.com/watch?
v=Szz2ZF7Gd_4&list=PL2RgY_hj
imJRIl2zJVaaybwEEKAmd5YVi

③大型車の適切なタイヤ脱着・保守管理作業解説動画

車輪脱落事故を起こした車両は、劣劣化化ししたたホホイイーールル・・ナナッットト

等等がが使使用用さされれてていいたたりり、タイヤ脱着時にホホイイーールル・・ナナッットト等等のの

清清掃掃やや潤潤滑滑剤剤のの塗塗布布等等がが適適切切にに行行わわれれてていいななかかっったたりりする

状況が明らかになりました。

このような状況を踏まえ、大型車ユーザー等のタイヤ脱着

作業者が、いつでも適切なタイヤ脱着作業手順や保守管理

作業手順を確認できるよう、作作業業手手順順動動画画をを公公開開しておりま

す。

大型車の車輪の脱落は、大大事事故故ににつつななががりりかかねねなないい大大変変

危危険険ななももののです。この機会に是非とも動画をご覧いただき、

適切なタイヤ脱着作業、保守管理作業の実施をお願いしま

す。
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＜＜国国土土交交通通省省YouTubeチチャャンンネネルル動動画画一一覧覧＞＞
適適切切ななタタイイヤヤ脱脱着着作作業業手手順順：：１１００分分程程度度
適適切切ななタタイイヤヤ脱脱着着作作業業手手順順＋＋作作業業主主旨旨のの解解説説：：１１５５分分程程度度
適適切切ななタタイイヤヤ保保守守管管理理作作業業手手順順：：３３分分程程度度
適適切切ななタタイイヤヤ保保守守管管理理作作業業手手順順＋＋作作業業主主旨旨のの解解説説：：５５分分程程度度

＜適切なタイヤ脱着作業手順＞

＜適切なタイヤ保守管理作業手順＞

③大型車の適切なタイヤ脱着・保守管理作業解説動画
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1.車輪取り外し 2.清掃・点検

3.潤滑剤の塗布 4.車輪の取り付け

5.ホイール・ナットの締付け作業
6.ホイールボルトおよびナットへのマーキング、
インジケーターの取付け

7.作業終了確認

③大型車の適切なタイヤ脱着・保守管理作業解説動画
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＜ディスク・ホイール取り付け後の増し締め＞

＜日常点検＞
2.点検ハンマー等を使用しての緩みの点検

3.タイヤの点検 4.日常点検表の活用

＜3か月定期点検＞

1.目視での点検（ナットの緩み以外）

＜12か月定期点検＞

③大型車の適切なタイヤ脱着・保守管理作業解説動画
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自自動動車車特特定定整整備備事事業業のの認認証証をを受受けけたた方方へへ  
自動車特定整備事業者は、道路運送車両法のほか関係法令に基づいて適切に業務を運営しなければな

りません。 

道道路路運運送送車車両両法法((昭昭和和 2266 年年法法律律第第 118855 号号））及及びび道道路路運運送送車車両両法法施施行行規規則則（（抜抜粋粋）） 

  
○○自自動動車車特特定定整整備備事事業業者者のの変変更更届届のの提提出出  
・・変変更更届届等等（（道道路路運運送送車車両両法法  第第８８１１条条））  
第八十一条 自動車特定整備事業者は、次に掲げる事項について変更が生じたときは、その事由

が生じた日から三十日以内に、地方運輸局長に届け出なければならない。 
一 氏名又は名称及び住所 
二 法人にあつては、その役員の氏名 
三 事業場の所在地 
四 事業場の設備のうち国土交通省令で定める特に重要なもの 

２ 自動車特定整備事業者は、その事業を廃止したときは、その日から三十日以内に、その旨を

地方運輸局長に届け出なければならない。 
 
・・変変更更届届出出事事項項（（道道路路運運送送車車両両法法施施行行規規則則  第第５５８８条条））  
第五十八条 法第八十一条第一項第四号に規定する事業場の設備は、屋内作業場若しくは電子制

御装置点検整備作業場の面積又は間口若しくは奥行の長さとする。 
 
○○特特定定整整備備記記録録簿簿のの記記載載ににつついいてて  
・・特特定定整整備備記記録録簿簿（（道道路路運運送送車車両両法法  第第９９１１条条））  
第九十一条 自動車特定整備事業者は、特定整備記録簿を備え、特定整備をしたときは、これに

次に掲げる事項を記載しなければならない。 
一 登録自動車にあつては自動車登録番号、第六十条第一項後段の車両番号の指定を受けた自

動車にあつては車両番号、その他の自動車にあつては車台番号 
二 特定整備の概要 
三 特定整備を完了した年月日 
四 依頼者の氏名又は名称及び住所 
五 その他国土交通省令で定める事項 

 
２ 自動車特定整備事業者は、当該自動車の使用者に前項各号に掲げる事項を記載した特定整備

記録簿の写しを交付しなければならない。 
 
３ 特定整備記録簿は、その記載の日から二年間保存しなければならない。 
 
・・特特定定整整備備記記録録簿簿のの記記載載事事項項  （（道道路路運運送送車車両両法法施施行行規規則則  第第６６２２条条のの２２））  
第六十二条の二 法第九十一条第一項第五号の国土交通省令で定める事項は、次のとおりとする。 
一 特定整備時の総走行距離 
二 第六十二条の二の二第一項第七号に規定する整備主任者の氏名 
三 自動車特定整備事業者の氏名又は名称及び事業場の所在地並びに認証番号 

 

2,遵守事項
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○○自自動動車車特特定定整整備備事事業業者者のの遵遵守守事事項項  
・・遵遵守守事事項項（（道道路路運運送送車車両両法法  第第９９１１条条のの３３））  
第九十一条の三 自動車特定整備事業者は、第八十九条から前条までに定めるもののほか、自動

車の整備についての技術の向上、適切な点検及び整備の励行の促進その他自動車特定整備事業の

業務の適正な運営を確保するために国土交通省令で定める事項を遵守しなければならない。 
 
・・自自動動車車特特定定整整備備事事業業者者のの遵遵守守事事項項  （（道道路路運運送送車車両両法法施施行行規規則則  第第６６２２条条のの２２のの２２））  
第六十二条の二の二 法第九十一条の三の国土交通省令で定める事項は、次のとおりとする。 
一 法第四十八条に規定する点検又は整備の作業を行う事業場にあつては、当該作業に係る料

金について、当該事業場において依頼者の見やすいように掲示するとともに、次のいずれか

に該当する場合を除き、自ら管理するウェブサイトに掲載して公衆の閲覧に供すること。 
イ 自動車特定整備事業に常時使用する従業員の数が五人以下である場合 
ロ 自ら管理するウェブサイトを有していない場合 
二 法第四十八条に規定する点検又は整備の作業を行う事業場にあつては、当該作業の依頼者

に対し、必要となると認められる整備の内容及び当該整備の必要性について説明し、料金の

概算見積りを記載した書面を交付し、又はこれを記録した電磁的記録を提供すること。 
三 依頼者に対し、行つていない点検若しくは整備の料金を請求し、又は依頼されない点検若し

くは整備を不当に行い、その料金を請求しないこと。 
四 道路運送車両の保安基準に定める基準に適合しなくなるように自動車の改造を行わないこ

と。 
五 電子制御装置整備を行う事業場にあつては、当該電子制御装置整備を適切に実施するため、

法第五十七条の二第一項に規定する自動車の型式に固有の技術上の情報に基づき、必要な

点検及び整備を実施すること。 
六 電子制御装置整備を行う事業場にあつては、エーミング作業が適切に実施されるよう必要

な措置を講じること。 
六の二 エアコンディショナーが搭載されている自動車の点検又は整備の作業を行う事業場に

あつては、みだりに当該エアコンディショナーに充塡されているフロン類（フロン類の使用

の合理化及び管理の適正化に関する法律（平成十三年法律第六十四号）第二条第一項に規定

するフロン類をいう。）を大気中に放出しないこと。 
六の三 検査整備用電子情報処理組織（車載式故障診断装置の診断の結果を活用して自動車が

道路運送車両の保安基準に定める基準に適合するかどうかの確認を行うため、機構の使用

に係る電子計算機と自動車特定整備事業者の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接

続した電子情報処理組織をいう。次号において同じ。）を使用する事業場にあつては、当該

検査整備用電子情報処理組織の安全性を確保するために必要な措置を講ずること。 
六の四 検査整備用電子情報処理組織を使用する事業場にあつては、当該検査整備用電子情報

処理組織を使用して機構の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに情報を記録する

ときは、正確な情報を記録すること。 
七 事業場ごとに、当該事業場において特定整備に従事する従業員であつて、かつ、次のイから

ハまでに掲げる事業場の区分に応じ、当該イからハまでに定める者のうち少なくとも一人

に特定整備及び法第九十一条の特定整備記録簿の記載に関する事項を統括管理させること

（自ら統括管理する場合を含む。）。ただし、当該事項を統括管理する者（以下「整備主任者」

という。）は、他の事業場の整備主任者になることができない。 
イ 分解整備を行う事業場（ハに掲げるものを除く。） 一級又は二級の自動車整備士の技能
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検定に合格した者 
ロ 電子制御装置整備を行う事業場（ハに掲げるものを除く。） 一級の自動車整備士の技能

検定に合格した者又は一級二輪自動車整備士、二級の自動車整備士、自動車車体整備士若し

くは自動車電気装置整備士の技能検定に合格した者であつて電子制御装置整備に必要な知

識及び技能について運輸監理部長若しくは運輸支局長が行う講習を修了した者 
ハ 分解整備及び電子制御装置整備を行う事業場 一級の自動車整備士の技能検定に合格し

た者又は一級二輪自動車整備士若しくは二級の自動車整備士の技能検定に合格した者であ

つて電子制御装置整備に必要な知識及び技能について運輸監理部長若しくは運輸支局長が

行う講習を修了した者 
八 整備主任者であつて次に掲げるものに運輸監理部長又は運輸支局長が行う研修を受けさせ

ること。 
イ 整備主任者として新たに届け出た者 
ロ 最後に当該研修を受けた日の属する年度の末日を経過した者 
九 事業場以外の場所において特定整備を行う場合にあつては、当該特定整備の適切な実施の

ために必要なものとして国土交通大臣が定める要件を満たすこと。 
十 他人に対して法若しくは法に基づく命令若しくは処分に違反する行為（以下この号におい

て「違反行為」という。）をすることを要求し、依頼し、若しくは唆し、又は他人が違反行

為をすることを助けないこと。 
 
２ 自動車特定整備事業者は、整備主任者に関する次に掲げる事項を、自動車特定整備事業の開

始の日又は次に掲げる事項に変更のあつた日から十五日以内に、運輸監理部長又は運輸支局

長に届け出なければならない。 
一 届出者の氏名又は名称及び住所 
二 整備主任者が統括管理業務を行う事業場の名称及び所在地 
三 整備主任者の氏名、生年月日及び統括管理業務の開始の日 

 
３ 前項の届出書には、同項第三号の者が一級若しくは二級の自動車整備士の技能検定（第一項

第七号ロ及びハに掲げる事業場にあっては、一級の自動車整備士の技能検定（一級二輪自動

車整備士の技能検定を除く。）に限る。）に合格したこと又は電子制御装置整備に必要な知識

及び技能について運輸監理部長若しくは運輸支局長が行う講習を修了したこと（前項第三号

の者が第一項第七号ロ及びハに掲げる事業場の統括管理業務を行う場合に限る。）を証する書

面を添付しなければならない。 
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◆ よくある申請不備

システムは万能ではありません。最後の砦は人の確認です。

継続ＯＳＳ

ＯＳＳ申請はＰＣ入力のためタイプミスによるエラーが多く見受け

られます。正しい情報入力、確認の徹底をお願いします！

＜使用者情報＞

使用者名や住所に関して、漢字の入力ミス等が非常に多いので、

自動車検査証の記録内容を必ず付き合わせて確認してください。

１文字でも間違えると処理が進みません。

＜自賠責情報＞

車台番号不整合や保険期間不足等の不備が非常に多いので、自

動車検査証の記録内容、 情報を突合し整合及び保険期

間の妥当性を確認してください。
保険期間
年？ 年？

指定自動車整備事業者 各位

継続ＯＳＳ申請する前に最終確認お願いします！

＜申請日関係＞

・ 最終の検査申請日の入力漏れや入力間違いが多いので、車検の満了期間、保適
の有効期間、申請日の相関を必ず確認してください。

・ 車検期間の短縮について、申告漏れまたは未確認のまま申請しているものが

多いで、車検期間短縮の有無を必ず確認してください。

＜走行距離＞

・ 前回車検よりもオドメータが少なくなっているものは、その
まま申請するとエラーとなります。自動車検査証の記録内容

を必ず確認し該当する場合は、あらかじめ申告してください。

・ 走行距離に関して、単位（ｋｍ・ ）の設定間違いが多いの
で、自動車検査証の記録内容を必ず確認してください。

国国土土交交通通省省東東北北運運輸輸局局 宮宮城城運運輸輸支支局局検検査査整整備備保保安安部部門門

入力内容に間違いなどあり

エラー停止

送信

修正

多多くくのの手手間間とと時時間間がが掛掛かかるる

OSS申請

申請内容

＊＊イイララスストトはは ににてて作作成成

3,継続OSS注意喚起（宮城支局）
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継続検査申請を電子化しましょう！
～電子保安基準適合証及びＯＳＳ申請への移行について～

国国土土交交通通省省  東東北北運運輸輸局局  宮宮城城運運輸輸支支局局検検査査整整備備保保安安部部門門

指定工場の皆様へ

⇒適合証交付
完成検査

支局等提出
⇒車検証交付

継続検査の流れ
（指定整備）

印紙購入等
⇒書類作成

～継続検査ＯＳＳ申請のステップ①②③～

【メリット】・記入時間が短縮され、記載ミスなども削減
・管理簿作成なども容易になり、管理業務も効率化

最初は「保安基準適合証」
を電子化して、業務の効率
化を図りましょう。

【メリット】・車両毎の書類分けが不要になり効率化
  ・印紙購入（貼付）が不要（盗難・紛失等のリスク回避）

次は、「継続検査オンライ
ン申請（ＯＳＳ申請）」に
移行しましょう。

【メリット】・運輸支局等への来訪が不要となり、一層のサービス向上

「記録等事務代行者」として
登録し、自分の事業所で車検
証の更新書き換えを行いま
しょう。

※詳しくは裏面へ

⚫ 国土交通省では、自動車関係を含めた行政手続きの電子化を推進して
おり、継続検査申請（指定整備）は、全体の約７４．５８％がＯＳＳ
申請（オンラインによる申請）となっています。※令和８年５月現在

⚫ 申請手続きを電子化することで、記入漏れや書き損じなどのミスの削
減や、書類の作成時間の短縮などのメリットがあります。

⚫ さらに記録等事務委託制度を活用することで、継続検査ＯＳＳ申請で
は運輸支局等への来訪が不要となるなど、一層利便性が向上します。

令和１０年１月から紙の保安基準適合証が原則廃止になります
ので計画的に継続検査申請手続きの電子化を進めましょう！

ステップ①：【ハイブリッド申請】保安基準適合証の電子化

ステップ②：【ＯＳＳ申請】継続検査のオンライン申請化

ステップ③：【記録等事務代行】支局への来訪不要に！

業務の効率化

旧旧車車検検証証（（紙紙・・電電子子））

旧旧車車検検証証（（紙紙・・電電子子））

旧旧車車検検証証（（電電子子））

4,継続検査OSSチラシ（宮城支局）
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【参考】 継続検査ＯＳＳ関係サイト

記録事務代行サービスの概要

記録事務代行の登録申請についてはこちら その他電子車検証等についてはこちら

継続検査OSSの概要

OSSの詳細についてはこちら 保安基準適合証の電子化についてはこちら

【参考】継続検査ＯＳＳ概要
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令和８年３月２４日 

物 流 ・ 自 動 車 局 

自 動 車 整 備 課 

  

自自動動車車整整備備事事業業関関連連手手続続ききににつついいててももオオンンラライインン申申請請をを開開始始ししまますす！！  

～いつでもどこからでも申請可能に～ 

 

１１．．対対象象手手続続ききとと利利用用開開始始時時期期  

令和８年４月１日より、以下の 11 手続きがオンライン申請に対応します。 

 

【自動車特定整備事業関係】 

新規申請 ／ 変更届出・変更申請 ／ 廃止届出 ／ 整備主任者の選任届出・変更届出 

 

【指定自動車整備事業関係】 

新規申請 ／ 変更届出・変更申請 ／ 廃止届出 ／ 自動車検査員の選任届出・変更届出 

 

【優良自動車整備事業関係】 

 新規申請 ／ 変更届出 ／ 辞退等届出 

 

２２．．オオンンラライインン申申請請のの利利用用方方法法  

対象手続きは、国土交通省ウェブサイト内の以下ページをご参照の上、e-Gov を通じて

オンライン申請が可能です。 

 

■国土交通省 物流・自動車局ウェブサイト 

e-Gov オンライン申請（自動車事業関連手続き） 

URL: https://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_tk9_000058.html 

    （右記二次元コードからもアクセス可能です） 

ウェブサイト内には、オンライン申請マニュアルや、説明用の動画等を掲載しておりま

すので、申請の際にご活用ください。 

 

 

＜問い合わせ先＞  

物流・自動車局 自動車整備課 冨岡、佐々木 

代表 03-5253-8111（内線 42423） 直通 03-5253-8599 

政府が推進するデジタル社会の実現に向けた重点計画等に基づき、国土交通省では

各種行政手続きのオンライン化を進めています。自動車整備事業分野においても、自

動車運送事業に続き、オンライン化を推進しています。 

このたび令和８年４月１日より、これまで窓口または郵送で行っていた 11 の手続き

について、オンラインによる申請・届出も可能となります。 

5,自動車整備事業関連手続きのオンライン申請開始について
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電電子子申申請請（（e-Gov））利利用用ののメメリリッットト電電子子申申請請（（e-Gov））利利用用ののメメリリッットト

書書面面でで提提出出ししてていいたた自自動動車車整整備備事事業業関関連連手手続続ききのの「「申申請請書書」」やや「「届届出出書書」」をを
自自社社ののパパソソココンン等等かかららイインンタターーネネッットトをを通通じじてて提提出出すするるここととががででききまますす。。

自自動動車車整整備備事事業業手手続続ききののオオンンラライインン申申請請ををごご利利用用くくだだささいい！！

電電子子申申請請のの利利用用対対象象ととななるる手手続続きき電電子子申申請請のの利利用用対対象象ととななるる手手続続きき

令令和和８８年年４４月月よよりり利利用用開開始始

オオンンラライインン申申請請のの詳詳細細はは、、ここちちららののササイイトトををごご参参照照くくだだささいい。。

自動車整備事業に関するオンライン申請
URL：https://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_tk9_000058.html

オオンンラライインン申申請請のの詳詳細細はは、、ここちちららののササイイトトををごご参参照照くくだだささいい。。

自動車整備事業に関するオンライン申請
URL：https://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_tk9_000058.html

自動車整備事業者の皆様は、事業場のパソコン等から
各種手続きのオンライン申請が行えるようになります
自動車整備事業者の皆様は、事業場のパソコン等から
各種手続きのオンライン申請が行えるようになります

いいつつででもも、、どどここででもも申申請請可可能能 行行政政機機関関ままででのの移移動動がが不不要要

パパソソココンンでで申申請請後後のの状状況況をを確確認認 パパソソココンンでで公公文文書書取取得得がが可可能能

■紙紙申申請請のの場場合合

■電電子子申申請請のの場場合合

申申請請者者

申申請請者者

申申請請書書・・届届出出書書

各各都都道道府府県県のの運運輸輸支支局局等等

いいつつででもも、、どどここかかららででもも申申請請可可能能
申申請請書書のの印印刷刷・・持持ちち出出ししがが不不要要
運運輸輸支支局局等等ままででのの移移動動がが不不要要

申申請請後後のの処処理理状状況況のの確確認認やや公公文文書書のの
取取得得ががパパソソココンンににてて可可能能

各各都都道道府府県県のの運運輸輸支支局局等等

令令和和８８年年４４月月～～

新規申請
変更届出・変更申請

廃止届出
整備主任者の選任・変更届出

自自動動車車特特定定整整備備事事業業

新規申請
変更届出・変更申請

廃止届出
自動車検査員の選任・変更届出

指指定定自自動動車車整整備備事事業業

新規申請
変更届出
辞退等届出

優優良良自自動動車車整整備備事事業業
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電子申請利用に関するご質問への回答を紹
介するサイトです（上記総合サイト内に構成）。
URL： https://shinsei.e-gov.go.jp/contents/help/faq

電電子子申申請請利利用用のの流流れれ（（概概要要））電電子子申申請請利利用用のの流流れれ（（概概要要））

e-Gov電電子子申申請請シシスステテムムe-Gov電電子子申申請請シシスステテムム

パパソソココンンのの環環境境設設定定

申申請請書書/届届出出書書、、
添添付付資資料料のの作作成成

申申請請書書/届届出出書書、、
添添付付資資料料のの提提出出

e-Gov電子申請システムの利用には、e-Gov電子申請プログラム
のイインンスストトーールル作作業業が必要となります。インストール手順等につい
てはe-Govサイトをご参照ください。

※※デデジジタタルル庁庁発発行行ののGビビズズID（（ププラライイムム又又ははメメンンババーー））がが必必要要でですす。。
ご利用のパソコンからe-Govの電子申請システムにログインの上、
手続き検索機能等を利用し、申請書/届出書の様式画面を表示し、
画面に申請/届出内容の入力及び添付資料ファイルをアップロード
します（申請様式と添付資料の作成）。ななおお、、ススママーートトフフォォンンかかららはは
申申請請・・届届出出ははででききまませせんんののでで、、ごご留留意意くくだだささいい。。
作成後、e-Govの電子申請システム上で、提出先等の設定を行っ
た上で、申請書/届出書、添付資料の提出を行います。

電電子子申申請請利利用用準準備備やや操操作作方方法法、、各各申申請請ごごととののママニニュュアアルル等等、、詳詳細細ににつつききままししててはは、、
ここちちららののササイイトトををごご参参照照くくだだささいい。。

URL：https://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_tk9_000058.html

電電子子申申請請利利用用準準備備やや操操作作方方法法、、各各申申請請ごごととののママニニュュアアルル等等、、詳詳細細ににつつききままししててはは、、
ここちちららののササイイトトををごご参参照照くくだだささいい。。

URL：https://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_tk9_000058.html

おお問問いい合合わわせせ先先おお問問いい合合わわせせ先先

国土交通省 物流・自動車局自動車整備課
03-5253-8111

e-Gov利利用用者者ササポポーートトデデススクク
：050-3786-2225

URL：https://www.e-gov.go.jp/contact
受付時間：平日 9:00～17:00 他
（※詳細はサイトにてご確認ください。）

パパソソココンンのの環環境境設設定定等等e-Govにに関関すするるこことと

本本資資料料のの内内容容にに関関すするる問問いい合合わわせせ先先

手続共通の電子申請利用準備、利用方法、よくある質問等を掲載する総合サイトです。
URL： https://shinsei.e-gov.go.jp/

ee--GGoovv電電子子申申請請ササイイトトee--GGoovv電電子子申申請請ササイイトト

ee--GGoovv電電子子申申請請～～FFAAQQササイイトトee--GGoovv電電子子申申請請～～FFAAQQササイイトト

国土交通省のe-Gov電子申請サイトです。
URLhttps://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/jouhouka/sos
ei_jouhouka_fr2_000002.html

国国土土交交通通省省 ee--GGoovv電電子子申申請請ササイイトト国国土土交交通通省省 ee--GGoovv電電子子申申請請ササイイトト

GビビズズID ヘヘルルププデデススクク
：0570-023-797

URL： https://gbiz-id.go.jp/top/contact/contact.html
受付時間：9：00～17：00
（土・日・祝日、年末年始を除く）

GビビズズIDにに関関すするるこことと

自自動動車車整整備備事事業業関関係係オオンンラライインン申申請請ヘヘルルププデデススクク
：050-3852-4979

受付時間：平日 8:30～17:15
（※運輸支局等の開庁日に準ずる。）

申申請請方方法法やや入入力力方方法法にに関関すするるこことと

管管轄轄すするる運運輸輸支支局局等等のの自自動動車車整整備備事事業業担担当当へへ直直接接おお問問
いい合合わわせせくくだだささいい。。特特にに、、指指定定自自動動車車整整備備事事業業のの新新規規申申
請請等等、、運運輸輸支支局局等等ととのの調調整整がが必必要要ななももののににつついいててはは事事前前
ににごご相相談談くくだだささいい。。

記記載載事事項項やや必必要要なな添添付付書書面面等等
具具体体的的なな申申請請内内容容・・届届出出内内容容にに関関すするるこことと

関関連連リリンンクク関関連連リリンンクク
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※P32～P74につきましては、
　会場にて配布します。
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8,令和７年度　指定・認証整備事業者の処分状況一覧
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用途等の変更をする使用過程車等
は事前書面審査が必要です

自動車技術総合機構からのお知らせ
令和7年3月

※1：対象となる自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車及び大型特殊自動車を除く）

① 使用の過程にある自動車（一時抹消登録を受けた自動車又は自動車検査証が返納さ
れた自動車を含む。）

② 自動車予備検査証の交付を受けた自動車

※２：対象となる変更内容
① 用途・乗車定員・車両総重量の組み合わせについて、次の区分を移行するもの（ア

からエに移行する指定自動車等（乗車定員が9人以下の乗用自動車として認証を受け
たものに限る。）及び認証を受けたときの区分に移行する指定自動車等を除く。）

ア 乗車定員が9人以下の乗用自動車
イ 乗車定員が10人以上かつ車両総重量が5トン以下の乗用自動車
ウ 乗車定員が10人以上かつ車両総重量が5トンを超える乗用自動車
エ 車両総重量が3.5トン以下の貨物自動車
オ 車両総重量が3.5トンを超え12トン以下の貨物自動車
カ 車両総重量が12トンを超える貨物自動車
※「乗用自動車」「貨物自動車」には、派生した特種用途自動車を含む。

② 乗車定員について、次の区分を移行するもの（認証を受けたときの区分に移行する
指定自動車等を除く。）

ア 11人以上
イ 10人

③ 自動車の種別について、次のいずれかの変更をするもの（認証を受けたときの種別
に変更する指定自動車等を除く。）

ア 普通から小型に変更（貨物自動車に限る。）
イ 軽から普通又は小型に変更
ウ 普通又は小型から軽に変更

④ 前1軸後1軸の第五輪荷重を有する牽引自動車の後軸重について、10トン以下から
10トン超え11.5トン以下に変更するもの（後軸重10トン超え11.5トン以下として
認証を受けた指定自動車等を除く。）

令和7年10月1日から、新規検査、予備検査又は構造等変更検査を
受検する自動車※1のうち、用途・乗車定員・車両総重量・自動車の種
別等を変更するもの※2については、新規検査等当日の保安基準への適
合性の確認を適正かつ効率的に実施し現車審査時間の短縮が図れるよ
う、新規検査等に先立って、当該自動車の構造・装置の変更内容など
を記載した新規検査等届出書を提出いただき、受理した届出書の事前
書面審査が受検日の前日までに終了したものに限り現車審査を実施す
ることになりますので、お知らせします。

※ 届出時に必要な添付資料や記載方法などの詳細については、
当機構のWebサイトに掲載している審査事務規程別添2
「新規検査等書面審査要領」をご参照ください。

9,【お知らせ】用途等の変更をする使用過程車等の受検にかかるお知らせペーパー（第63次改正関係）
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10,【OBD関係】スピードメーター検査時の留意点
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軽合金ディスクホイールの
「堅ろう」判断にDOTマークが追加されました

自動車技術総合機構東北検査部からのお知らせ
令和7年８月

１．対象となる自動車
全車種

２．対象年式
年式問わず

３．適合性判断について
軽合金製ディスクホイールであって、上記に掲げるマークが鋳出し又は刻印

により表示されており、かつ、損傷がないものは保安基準第９条第１項に掲げる
規定に適合するものとする。

表示例

DOT   DOT-T
T-DOT  DOT-E

11,【お知らせ】ホイールの堅ろう性について（第63次改正関係）
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プレスリリース 

令和 8年 3月 25 日 

 

－－  審審査査事事務務規規程程のの一一部部改改正正ににつついいてて（（第第 7722 次次改改正正））－－ 

独立行政法人自動車技術総合機構は、独立行政法人自動車技術総合機構法（平成

11 年法律第 218 号）第 13 条第 1項の規定に基づく審査事務の実施に関する規程（審

査事務規程）の一部改正を行い、令和 8 年 4 月 1 日（一部の規定は令和 8 年 10 月 1

日）から施行します。 
 

主な改正の概要は、次のとおりです。 

 

１．道路運送車両の保安基準（昭和 26 年運輸省令第 67 号）及び道路運送車両の保安

基準の細目を定める告示（平成 14 年国土交通省告示第 619 号）等の一部改正に伴

う改正 

○ 乗車定員10人未満の乗用自動車及び車両総重量3.5t以下の貨物自動車に

は、協定規則第 178 号の技術的要件に適合する緊急車線維持装置を備えなけ

ればならないこととされたことに伴い、審査方法等を規定します。［6-13 の

2 他］ 

○ その他、細目告示等の改正に応じた所要の改正を行います。 

 

２．道路運送車両の保安基準（昭和 26 年運輸省令第 67 号）第 58 条の 3 及びこれに

基づく告示等の制定に伴う改正［4-26 他］ 

米国で製作された自動車のうち告示で定めるものについて、国土交通大臣の認定

を受けた場合には、保安基準及びこれに基づく告示であって当該自動車ごとに指定

されたものに適合するものとみなすこととされたことに伴い、当該自動車の審査方

法等を規定します。 

 

３．改造自動車届出制度の見直し［4-13 他］ 

同一型式内に設定されている装置や一般に流通している自動車部品を用いた改

造であって一定の条件を満たすものについては、一定の安全性が確保されているも

のとして改造自動車の届出対象から除外し、審査方法を「事前書面審査＋現車審査」

から「現車審査のみ」に移行します。 

また、改造自動車届出制度を新規検査等届出制度に統合しオンライン届出を可能

とする等、届出手続きの効率化を図ります。 

 

４．その他、審査方法の明確化、書きぶりの適正化等の所要の改正を行います。 

 

審査事務規程の全文は当機構ホームページに掲載しています。 

（https://www.naltec.go.jp/） 

 

お問い合わせ先 

 〒160-0003 東京都新宿区四谷本塩町 4-41 住友生命四谷ビル 

  独立行政法人自動車技術総合機構 検査部検査課 

    電話 ０３－５３６３－３４４１（代表） 

    FAX  ０３－５３６３－３３４７ 
 

12,【プレスリリース：改造部分】審査事務規程72次改正について
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改造自動車届出制度の
見直しについて

自動車技術総合機構からのお知らせ
令和8年3月

改造自動車の届出対象の見直し
次に該当する改造は、改造自動車の届出対象から除外します。
◆指定自動車等の改造であって、同一の型式（OEM車等を含む。）内に設定されている

装置（許容限度が明確な自動車にあっては許容限度が当該自動車と同一又は大きい類
別区分番号に設定されているものに限る。）を、取付方法等を変更することなく用い
たもの［動力伝達装置、走行装置、緩衝装置又は連結装置の改造に限る。］

◆乗車定員が9人以下の乗用自動車又は車両総重量が3.5トン以下の貨物自動車の改造で
あって、自動車の製作を業とする者、自動車の装置の製作を業とする者又は自動車部
品の製作を業とする者により製作された一般に流通している自動車部品を、取付方法
等を変更することなく用いたもの［緩衝装置の改造に限る。］

新規検査等届出制度との統合
改造自動車届出制度を新規検査等届出制度に統合し、改造自動車の審査についても新規
検査等書面審査要領により実施します。
また、これに伴い、届出書等の提出先を当該改造自動車の新規検査等を申請する運輸支
局等と同一敷地内にある事務所等（代表届出の場合にあっては地方検査部又は沖縄事務
所）とするとともに、改造自動車審査結果通知書の交付を廃止します。

※ 詳細については、当機構のWebサイトに掲載してい
る審査事務規程別添2「新規検査等書面審査要領」を
ご参照ください。

新規検査等書面審査要領
改正後は改造自動車の審査についても
新規検査等書面審査要領により実施

新規検査等書面審査要領

改造自動車審査要領

掲示期限 令和9年3月31日

改造自動車届出制度に関し次のとおり取扱いを見直し、令和8年
10月1日から適用することとしましたのでお知らせします。

○同一型式内に設定されている装置や一般に流通している自動車
部品を用いた改造であって一定の条件を満たすものについては、
一定の安全性が確保されているものとして改造自動車の届出対象
から除外し、審査方法を「事前書面審査＋現車審査」から「現車
審査のみ」に移行します。

○改造自動車届出制度を新規検査等届出制度に統合しオンライン
届出を可能とする等、届出手続きの効率化を図ります。

13,【お知らせ】改造届出制度の見直しについて
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自動車技術総合機構東北検査部からのお知らせ
令和8年３月

審査事務規程の一部改正に係る受検者の遵守事項の追加

－ピット開口部での書類の受け渡し禁止－

【概要】
４月１日より受受検検者者ののピピッットト開開口口部部でで
のの書書類類のの受受けけ渡渡ししがが禁禁止止ととななりりまますす。。
下下回回りりででのの確確認認事事項項（（改改造造通通知知書書のの内内
容容確確認認等等））ににつついいててはは不不適適合合箇箇所所のの説説
明明時時とと同同様様ににピピッットトにに階階段段でで降降りりてていい
たただだきき確確認認ししまますす。。

14,【お知らせ】ピット開口部書類受け渡し禁止
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持込検査（新規・継続）の申請書記載に関するお願い

証明書指示欄には
何も記載しないでください

３１
車両提示欄に[１]を記載してください

軽自動車検査協会宮城主管事務所

電子自賠責制度開始時にお願いしておりました証明書指示欄
への[３]記載について、現在は電子自賠責が普及したことから記
載は不要となりました。
なお、持込検査時の車両提示欄の[１]記載については引き続き

必要となりますためご協力のほどよろしくお願いいたします。

15,軽自動車の持込検査（新規・継続）の申請書記載に関するお願い
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タタイイヤヤババーースストト防防止止のの点点検検方方法法ととババーースストト発発生生時時のの対対応応ににつついいてて    

 

・タイヤのバーストを防ぐために 

 

 

タイヤのパンク・バースト故障は非常に多くなっており、特に多軸、ダブルタイヤ（複輪）を使用しているトラック・

バスではパンク・バーストに気づきにくく、走行安定性や制動力が低下し、重大な事故や、そのまま走り続けると

タイヤの出火につながるおそれがあります。 

運行前には必ずタイヤの点検を行い、パンク・バースト時には適切な対応をお願いします。 

                   

 

 

 

＜JAF ロードサービス 主な出動理由 TOP５（２０２４年度）＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                 

 

                               

    ・ 

 

 

 

                          

タイヤの状態を確認してください 

空気圧点検 

※タイヤの空気圧が低いまま走行すると、 

バーストしたり、ホイールボルト・ナット損傷による 

車輪脱落事故の原因となります。 

◆外観では空気圧の判断がしにくいため、必ずエアゲージを使用してください。 

   ・空気圧の点検・調整は、必ず走行前のタイヤが冷えている状態で行ってください。 

     

◆空気圧は、標準空気圧に調整してください。 

・標準空気圧は、運転席側ドアピラー部等に示してあります。 

・ダブルタイヤの内側と外側は、同じ空気圧に調整してください。 

・空気圧が極端に低い場合、パンクの可能性がありますので、タイヤに異常がないか確認してください。 

 

 

 

                       

    

 

 

 
出典元： 日本自動車タイヤ協会（JATMA） 

 

運行前に

必ず確認！

タイヤの空気圧は自然低下します。 

 

１ 

16,大型４社-啓発チラシ
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詳細はご愛用されている車両の取扱説明書をご覧ください。 

 

  

   

・タイヤバースト発生時の適切な対応 

 

 

急ハンドル、急ブレーキを避けて車両を停止させてください 

タイヤがバーストすると車両挙動が不安定になる場合がありますので、以下に示す対応をお願いします。 

 

１

 
ハンドルをしっかり握り、急ハンドルは避けてください。 

２

 
急ブレーキは避け、徐々に速度を落とし、ハザードランプで後続車に注意を促しながら、 

安全な場所に停車してください。 

ブレーキの効きが悪く停止できない場合は駐車ブレーキも活用してください  

バーストしたタイヤがブレーキ配管などを損傷させる等により、ブレーキの効きが悪くなった場合には、 

以下に示す対応をお願いします。 

１

 
ブレーキの効きが悪い場合はシフトダウンしてスピードを落とし、駐車ブレーキレバーを徐々に引き 

駐車ブレーキを作動※させてください。 
 

※なお、ご使用の車両によってはブレーキ部品の保護を目的に、ブレーキペダルを踏んでいる間は、 

駐車ブレーキが作動しない場合があります。 

 

それでも車両が減速しない場合は緊急退避所などを利用してください。 

 

 

２

 
タイヤの状態点検 

このようなときはタイヤを交換して下さい。 
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17,不正請求防止チラシ
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一般社団法人 日本損害保険協会

損傷箇所撮影

歪み 傷 凹み

車体整備事業者および損害保険会社が行う取組みについて

車体整備事業者が行う取組み ～「情報の記録」の取組み事例～

車体整備事業者の皆様へ

車体整備の消費者に対する
透明性確保に向けた取組みについて

株式会社ビッグモーターによる不適切な保険金請求をきっかけに、車体整備事業者は、消費者（自動車ユーザー）に
車体整備サービスを提供するにあたり必要な情報を適切に提供することが従来以上に求められています。損害保険
業界においても、車体整備業界と連携をしながら消費者に対して必要な情報提供を行うことができるよう、令和6年3月
国土交通省公表「車体整備の消費者に対する透明性確保に向けたガイドライン」（以下、ガイドライン）記載の内容を
より具体化することを通じて、車体整備事業者の取組みを支援いたします。

事後的な検証ができるよう、上記3つの取組みを
一定の期間電磁的に保存

車体整備事業者が行う 損害保険会社が行う

車体整備作業（工程ごと）の情報の記録・保存
（画像・日時・作業内容や方法・実施者・料金）

記録・保存した情報の対象車両ごとの関連付け

● 消費者の要望を踏まえた損害保険金の認定内容に
関する適切な説明

● 車体整備事業者への損害保険金の認定および消費
者に対する説明に必要な情報の提供依頼消費者等（損害保険金の支払いに関係する者を

含む）への適切な説明と了承の取得

着工前 ● 着工前と完了後には、5方向（正面・左右45度・左右90度、側面損傷時は側面・左右45度の3方向）の全景撮影と
損傷箇所（完了後は修理箇所）がわかるように撮影してください。

● カメラを損傷部の高さに合わせ、損傷部にはスケールを入れて損傷範囲がわかるように撮影してください。

大局的な損傷写真 局部的な損傷写真
● 正面：ルームミラーなどを中心に正対して撮影してください。
● 左右：損傷程度や波及の有無を示すため、距離・角度・高さを

合わせて撮影してください。

左右45度からは
ナンバープレートが
わかるように撮影
してください。

● 内部損傷は、全景および
細部を撮影してください。

● 全景の撮影をすることで
骨格部やメカニカル部の
損傷を把握できます。

● エンジンルームに損傷が
ある場合、可能であれば
真下からも撮影してくだ
さい。

● 蛍光灯やマスキングテープを用いるほか、周りの景色や歪みを
確認できるツール（リフレクター）等も活用して撮影してください。

● 逆光の場合は、フラッシュ撮影も有効です。

5方向撮影

3方向撮影
（側面損傷時）

内部損傷

外部損傷

裏面につづく

ガイドラインに基づく取組み 保険金支払時に求められている取組み

消費者からの信頼を確保するために、車体整備業界と損害保険業界それぞれが透明性ある説明を行うことが不可欠です。

損害保険金請求時に必要となる基本的な取組みを記載しております。各損害保険会社から別途ご協力を
お願いする内容がある場合には、透明性のある損害保険事業のためにご協力をお願いいたします。

全景

右サイドメンバ座屈変形

18,修理工場向け写真撮影手引
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3.5 0.8

着工前

着工中

完了後

車体整備事業者の皆様へ

紙資料等撮影方法

車体整備に伴い
部品交換を行う場合

● 車両情報が把握できるコーションプレートや紙資料等を撮影してください。

● 作業ごとに着工車両の特定・判断ができる写真、着工箇所と作業内容がわかる写真を撮影してください。

● 納品伝票・部品伝票・納品された部品を撮影してください。
● 脱着作業中の作業内容がわかる写真も撮影してください。

● 着工前同様に全景撮影と修理箇所がわかるように撮影してください。（表面の着工前参照）

● 車検証・コーティング保証書等紙資料も撮影してください。

【コーションプレート】
（メーカー・車種等
により位置が異なり
ます。）

● 車両情報・所有者
の把握のため、撮
影してください。

● 電子車検証には所
有者の記載がない
ため、自動車検査
証記録事項も撮影
してください。

● 旧車検証の場合は、
左右にわけて撮影
してください。

【車検証】

● 計測機器使用時は検査実施車
両と結果を撮影してください。

● 故障診断機使用時は警告灯と
診断画像を撮影してください。

● 各種コーティング保証書やナンバー
再交付証は登録番号や製品名・メ
ンテナンス記録がわかるように撮影
してください。

【コーティング保証書等】

【着工中の全景撮影方法】
● カット位置や付属品の脱着がわかるように撮影してください。

【パテ・サフェーサの研ぎ作業時の撮影方法】
● パテ・サフェーサ研ぎ作業後の状態を撮影してください。

【フレーム修正機使用時の撮影方法】
● マウント状況、引き作業（ラム本数等）がわかるように広範囲を
撮影してください。

● 形状修正等の痕跡が確認できる写真も撮影してください。

【塗装作業時の撮影方法】
● 塗装前の上塗り用マスキング状態で、塗装範囲や付属品の脱着
等がわかるように撮影してください。

● 内板部品を塗装する場合は、塗装前後のマスキング状態を撮影
してください。

【部品交換時の撮
影方法】
● 修理完了車両と
交換部品を同一
画角で撮影また
は新旧部品を同
一画角で撮影し
てください。

【ガラス部品交換時の撮影方法】
● ステッカー等の貼り付けがある
ガラス交換時には、ステッカー
が貼ってある損傷ガラスとス
テッカーを貼った後の新品部品
をそれぞれ撮影してください。

● 他のガラス部品交換時は、損
傷ガラスと新品ガラスを並べて
撮影してください。

警告灯 診断画像 点検結果

新品ドア取替の確認

固定状態の確認

修理完了車両

交換部品

リヤガラス脱着確認

トランク脱着の確認

トリム類脱着の確認

ガラス取付状態を確認

ドア付属品脱着の確認

クランプ位置、引き方向等確認 ラムの本数、引き方向確認

カット位置の確認
パテ範囲の確認

ドア付属品脱着確認 塗装範囲の確認

プラサフ範囲の確認

リヤバンパやテールライト脱着確認 ブース内での塗装確認

パテ研ぎ作業後 サフェーサ研ぎ作業後

リアガラス交換前 リアガラス交換後

板  金脱 着

塗  装修 正
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年 月 日

一般社団法人 日本損害保険協会 会長：城田 宏明 では、車体整備の消費者に対する透明性

確保に向けた取組みの一環として、「修理工場向け写真撮影手引」を作成しました。

１．概要

車体整備事業者（修理工場）から会員会社に対して必要な情報提供が行われるよう、「修理工

場向け写真撮影手引」を作成しました。損害保険金請求時に必要となる基本的な取組みとして、

工程ごとに写真撮影のポイントを記載しています。

■修理工場向け写真撮影手引

２．今後の対応

会員会社は同手引を用いて車体整備事業者との連携を図ることをもって、自動車ユーザーで

ある消費者に対する透明性ある情報提供、適切な保険金支払いに努めていきます。

【ご参考】

旧ビッグモーター社による一連の事案の発生を受け、国土交通省が策定した「車体整備の消

費者に対する透明性確保に向けたガイドライン」（以下、「ガイドライン」） ※ では、「自動車

ユーザーである消費者の視点に立つと、車体整備サービスを受ける判断を行う際や提供された

車体整備サービスの妥当性・適切性を判断する際において、消費者にとって必要な情報が適切

に提供されることは極めて重要になる」ことが指摘されており、車体整備事業者においては、

従来以上に自動車修理にかかる透明性を確保することが求められています。

当業界においても、適切な保険金支払のため、会員会社は、自動車ユーザーである消費者に

対して損害保険金の認定内容に関する適切な説明を行うことが求められており、この説明にあ

たっては車体整備事業者から必要な情報の提供を受けられるよう、連携を図っていく必要があ

ります。

（※） 年 月付「車体整備の消費者に対する透明性確保に向けたガイドライン」（国土交通省）：

これまでのお客さま・社会からの信頼回復に向けた取組みについては、こちらをご覧ください。

「「修修理理工工場場向向けけ写写真真撮撮影影手手引引」」をを作作成成

～～ 損損害害保保険険金金請請求求時時にに必必要要ととななるる基基本本的的なな取取組組みみをを掲掲載載 ～～

お客さま・社会からの信頼回復に向けた取組み

19,お客さま・社会からの信頼回復に向けた取組み
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振 興 会・ 商 工 組 合 関 係





振興会・商工組合 HP のお知らせ 

一般社団法人宮城県自動車整備振興会ホームページ 

https://oasis-miyagi.or.jp/ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■■会会員員ペペーージジ  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

会会員員ロロググイインン  
ユーザー名、パスワード 

認証番号 4 桁 

一一般般ユユーーザザーーへへのの  

おお知知ららせせ  

各各種種届届出出用用紙紙等等ののダダウウ

ンンロローードドがが出出来来まますす  

1,振興会・商工組合ホームページのお知らせ
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 2 / 5 

 

（（１１））総総整整備備売売上上高高  

直近６年間の総整備売上高の推移をみると、令和３年度は減少しましたが、その後は４年

連続で増加しています。７年度は、令和に入ってから最大の伸び率となりました。 

業態別に前年度と比較すると、専・兼業が 3,035 億円(10.1％)の大幅増、ディーラーが 750

億円(2.5％)増、自家が 246 億円(9.4％)増と、いずれも増加しました。 

作業内容別では、「車検整備」が 1,637 億円(6.4％)増、「定期点検整備」が 360 億円(7.9％)

増、「事故整備」が 1,055 億円(9.4％)の大幅増、「その他整備」が 979 億円(4.6％)増と、い

ずれも増加しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
(注)表の上段は売上高(億円)、下段は対前年増減率である。 

令和２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 R7-R6

26,650 26,757 27,677 28,432 30,199 33,234
+1.4% +0.4% +3.4% +2.7% +6.2% +10.1%

19,854 20,144 21,146 21,531 22,483 25,488
+2.1% +1.5% +5.0% +1.8% +4.4% +13.4%

6,796 6,613 6,531 6,901 7,716 7,746
-0.5% -2.7% -1.2% +5.7% +11.8% +0.4%

27,749 26,419 27,340 28,228 29,743 30,493
+0.3% -4.8% +3.5% +3.2% +5.4% +2.5%

2,162 2,334 2,371 2,412 2,619 2,865
-4.8% +8.0% +1.6% +1.7% +8.6% +9.4%

56,561 55,510 57,388 59,072 62,561 66,592
+0.6% -1.9% +3.4% +2.9% +5.9% +6.4%

　
 業  態

+3,005   
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+246   

+4,031   
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ディーラー
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兼 業
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令和８年１月 30 日 

 

令令和和７７年年度度  自自動動車車特特定定整整備備業業実実態態調調査査結結果果のの概概要要ににつついいてて  

  
一  般

社団法人 日本自動車整備振興会連合会 

調査企画部 調査企画課 

 

この度、令和７年度の自動車特定整備業実態調査の結果がまとまりましたので、概要をお知らせ

します。 

 

１１．．目目的的  

本調査は、自動車整備業の現状および経営状況等の実態を把握し、同事業の健全な発達に資

する方策の基礎資料として活用することを目的として実施しています。 

 

２２．．調調査査時時点点  

令和７年６月 30 日現在。整備売上高については、令和６年７月１日から令和７年６月 30 日

までに決算が終了した事業実績であり、会計年度では「令和６年度」実績となります。 

 

３３．．調調査査結結果果のの概概要要（（別別紙紙参参照照））  

道路運送車両法に規定する自動車整備事業者(令和７年６月 30 日時点 92,251 事業場)の中

から、２割を対象として調査を行いました。(有効回答率 40％) 

令和７年度調査における総整備売上高は６兆 6,592 億円となり、前年度より 4,031 億円

(6.4％)増と４年連続で増加しました。 

なお、詳細は、４月に発刊予定の｢令和７年度版 自動車整備白書｣に掲載します。 

 
（業態区分） 

専 業：自動車整備業の売上高が総売上高の 50%を超える事業場 

兼 業：兼業部門（自動車販売、部品用品販売、保険、石油販売等）の売上高が総売上高の 

50%以上を占める事業場（ディーラーを除く） 

ディーラー：自動車製造会社または国内一手卸売販売会社と特約販売店契約を結んでいる企業の 

事業場 

自 家：主として自企業が保有する車両の整備を行っている事業場 

    

2,令和７年度 自動車特定整備業実態調査結果の概要について
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（（１１））総総整整備備売売上上高高  

直近６年間の総整備売上高の推移をみると、令和３年度は減少しましたが、その後は４年

連続で増加しています。７年度は、令和に入ってから最大の伸び率となりました。 

業態別に前年度と比較すると、専・兼業が 3,035 億円(10.1％)の大幅増、ディーラーが 750

億円(2.5％)増、自家が 246 億円(9.4％)増と、いずれも増加しました。 

作業内容別では、「車検整備」が 1,637 億円(6.4％)増、「定期点検整備」が 360 億円(7.9％)

増、「事故整備」が 1,055 億円(9.4％)の大幅増、「その他整備」が 979 億円(4.6％)増と、い

ずれも増加しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
(注)表の上段は売上高(億円)、下段は対前年増減率である。 

令和２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 R7-R6

26,650 26,757 27,677 28,432 30,199 33,234
+1.4% +0.4% +3.4% +2.7% +6.2% +10.1%

19,854 20,144 21,146 21,531 22,483 25,488
+2.1% +1.5% +5.0% +1.8% +4.4% +13.4%

6,796 6,613 6,531 6,901 7,716 7,746
-0.5% -2.7% -1.2% +5.7% +11.8% +0.4%

27,749 26,419 27,340 28,228 29,743 30,493
+0.3% -4.8% +3.5% +3.2% +5.4% +2.5%

2,162 2,334 2,371 2,412 2,619 2,865
-4.8% +8.0% +1.6% +1.7% +8.6% +9.4%

56,561 55,510 57,388 59,072 62,561 66,592
+0.6% -1.9% +3.4% +2.9% +5.9% +6.4%

　
 業  態

+3,005   

+3,035   

+246   

+4,031   

自　　家

合　　計

専・兼業

ディーラー

+30   

+750   

専 業

兼 業

56,561 55,510 57,388 59,072 
62,561 

66,592 

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

(億円)

総整備売上高

専・兼業

ディーラー

自家

+0.6%

-1.9%

+3.4% +2.9%

+5.9% +6.4%

-5%

0%

+5%

対前年増減率

調査年度
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（（３３））整整備備関関係係従従業業員員数数  

整備関係従業員数は 565,680 人で、前年度より 2,811 人(0.5％)増加しました。平成 30

年度から８年連続で増加しています。 

 

（（４４））整整備備要要員員数数おおよよびび整整備備士士数数  

整備要員数は 402,367 人、前年度より 342 人(0.09％)増と、微増ながら４年連続で増加

しました。 

整備士数は 333,475 人、前年度より 428 人(0.13％)増と、微増ながら２年連続で増加しま

した。整備要員数に対する整備士数の割合(整備士保有率)は 0.1 ポイント上昇して 82.9％に

なりました。整備士保有率は、平成 20 年度の 87.2％をピークに漸減傾向にあります。 

（参考）内数として、女性の整備要員数は 19,368 人、女性の整備士数は 10,553 人、全整

備要員数に占める女性の割合は 4.8％、全整備士数に占める女性の割合は 3.2％と

なっています。 

 

（（５５））整整備備要要員員１１人人ああたたりり年年間間整整備備売売上上高高  

整備要員１人あたり年間整備売上高（自家を除く）は 16,595 千円で、前年度より 6.2％

増加しています。 

業態別では専・兼業が 10.2％増えて 12,537 千円、ディーラーは 1.8％増えて 25,641 千

円となりました。 

 

（（６６））整整備備要要員員平平均均年年齢齢  

整備要員平均年齢（自家を除く）は 47.7 歳で、前年度より 0.3 歳上昇しました。 

 

（（７７））整整備備要要員員平平均均年年収収  

整備要員平均年収（自家を除く）は 4,428.9 千円、前年度より 171.0 千円（4.0％）増加

しています。 

業態別では専・兼業が 129.3 千円（3.3％）増えて 4,015.2 千円となり、はじめて 400 万

円を超えました。ディーラーは 256.9 千円（5.0％）増えて 5,351.2 千円となりました。 
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（作業内容別整備売上高・業態別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(単位：億円) 

 

（（２２））事事業業場場数数  

調査時点における事業場数は 92,251 事業場、前年度より 133 事業場(0.14%)減となり、４

年ぶりに減少しました。 

指定工場数は 29,810 事業場、前年度より 122 事業場(0.4％)減となり、３年連続で減少し

ました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

作業内容 

２年 １年 小計 １年 ６か月 ３か月 小計

売上高 10,011 4,981 14,992 724 192 505 1,421 6,188 10,633 33,234 
増減額 +257 +357 +614 +43 +26 +91 +160 +1,070 +1,191 +3,035 

増減率 +2.6% +7.7% +4.3% +6.3% +15.7% +22.0% +12.7% +20.9% +12.6% +10.1% 

売上高 7,137 4,307 11,444 484 153 459 1,096 4,817 8,131 25,488 
増減額 +415 +485 +900 +34 +41 +99 +174 +725 +1,206 +3,005 

増減率 +6.2% +12.7% +8.5% +7.6% +36.6% +27.5% +18.9% +17.7% +17.4% +13.4% 

売上高 2,874 674 3,548 240 39 46 325 1,371 2,502 7,746 
増減額 -158 -128 -286 +9 -15 -8 -14 +345 -15 +30 

増減率 -5.2% -16.0% -7.5% +3.9% -27.8% -14.8% -4.1% +33.6% -0.6% +0.4% 

売上高 8,782 2,074 10,856 2,592 457 274 3,323 5,519 10,795 30,493 
増減額 +722 +230 +952 +213 +11 -23 +201 -73 -330 +750 

増減率 +9.0% +12.5% +9.6% +9.0% +2.5% -7.7% +6.4% -1.3% -3.0% +2.5% 

売上高 852 337 1,189 147 17 20 184 546 946 2,865 
売上高 19,645 7,392 27,037 3,463 666 799 4,928 12,253 22,374 66,592 
増減額 +1,064 +573 +1,637 +272 +40 +48 +360 +1,055 +979 +4,031 

増減率 +5.7% +8.4% +6.4% +8.5% +6.4% +6.4% +7.9% +9.4% +4.6% +6.4% 

合計
定　期　点　検　整　備 事故

整備

車　検　整　備

専 業

 業　態

専・兼業

その他
整備

兼 業

合計

ディーラー

自家

91,533 91,454 91,711 91,849 92,384 92,251 

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

令和２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

事 業 場 数

自 家

専･兼業

ディーラー

-0.08% -0.09%

+0.3%
+0.2%

+0.6%

-0.14%
-0.4%

0%

+0.4%

対前年増減率
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（（３３））整整備備関関係係従従業業員員数数  

整備関係従業員数は 565,680 人で、前年度より 2,811 人(0.5％)増加しました。平成 30

年度から８年連続で増加しています。 

 

（（４４））整整備備要要員員数数おおよよびび整整備備士士数数  

整備要員数は 402,367 人、前年度より 342 人(0.09％)増と、微増ながら４年連続で増加

しました。 

整備士数は 333,475 人、前年度より 428 人(0.13％)増と、微増ながら２年連続で増加しま

した。整備要員数に対する整備士数の割合(整備士保有率)は 0.1 ポイント上昇して 82.9％に

なりました。整備士保有率は、平成 20 年度の 87.2％をピークに漸減傾向にあります。 

（参考）内数として、女性の整備要員数は 19,368 人、女性の整備士数は 10,553 人、全整

備要員数に占める女性の割合は 4.8％、全整備士数に占める女性の割合は 3.2％と

なっています。 

 

（（５５））整整備備要要員員１１人人ああたたりり年年間間整整備備売売上上高高  

整備要員１人あたり年間整備売上高（自家を除く）は 16,595 千円で、前年度より 6.2％

増加しています。 

業態別では専・兼業が 10.2％増えて 12,537 千円、ディーラーは 1.8％増えて 25,641 千

円となりました。 

 

（（６６））整整備備要要員員平平均均年年齢齢  

整備要員平均年齢（自家を除く）は 47.7 歳で、前年度より 0.3 歳上昇しました。 

 

（（７７））整整備備要要員員平平均均年年収収  

整備要員平均年収（自家を除く）は 4,428.9 千円、前年度より 171.0 千円（4.0％）増加

しています。 

業態別では専・兼業が 129.3 千円（3.3％）増えて 4,015.2 千円となり、はじめて 400 万

円を超えました。ディーラーは 256.9 千円（5.0％）増えて 5,351.2 千円となりました。 
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自自動動車車整整備備業業のの概概要要  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別別紙紙  

(注)各項目の数値は各年６月末現在。ただし、売上高は各事業場の６月に最も近い決算期の数値によるものである。

 　事業場数と指定工場数は国交省、保有車両数は自検協の集計により、その他は、各自動車整備振興会の会員事業場に対する２割

   の抽出調査から全体を推計している。なお、四捨五入による丸め誤差のため、構成比率の合計は必ずしも100％にならない。

調査年度　

1. 総整備売上高　　（億円） 56,561 55,510 57,388 59,072 62,561 66,592 + 6.4 ％

26,650 26,757 27,677 28,432 30,199 33,234
（比率、％） (47.1) (48.2) (48.2) (48.1) (48.3) (49.9)

19,854 20,144 21,146 21,531 22,483 25,488
（比率、％） (35.1) (36.3) (36.8) (36.4) (35.9) (38.3)

6,796 6,613 6,531 6,901 7,716 7,746
（比率、％） (12.0) (11.9) (11.4) (11.7) (12.3) (11.6)

27,749 26,419 27,340 28,228 29,743 30,493
（比率、％） (49.1) (47.6) (47.6) (47.8) (47.5) (45.8)

2,162 2,334 2,371 2,412 2,619 2,865
（比率、％） (3.8) (4.2) (4.1) (4.1) (4.2) (4.3)

2. 企  業  数 72,523 72,214 72,370 72,176 72,481 72,317 - 0.2 ％

3. 事業場（認証工場）数 91,533 91,454 91,711 91,849 92,384 92,251 - 0.14 ％

71,654 71,585 71,939 72,174 72,732 72,601 - 0.2 ％

56,156 56,075 56,483 56,620 56,809 56,834 + 0.04 ％

15,498 15,510 15,456 15,554 15,923 15,767 - 1.0 ％

16,315 16,305 16,269 16,173 16,165 16,176 + 0.07 ％

3,564 3,564 3,503 3,502 3,487 3,474 - 0.4 ％

4. 指定工場数　※認証工場数の内数 30,085 30,083 30,104 30,090 29,932 29,810 - 0.4 ％

5. 整備関係従業員数　（人） 539,086 544,670 547,332 554,307 562,869 565,680 + 0.5 ％

6. 整備要員（工員）数　（人） 399,218 398,952 399,619 399,770 402,025 402,367 + 0.1 ％

339,593 334,319 331,681 331,255 333,047 333,475 + 0.1 ％

85.1 83.8 83.0 82.9 82.8 82.9 + 0.1
ポイ

ント

7. 1 事業場あたり整備要員数 （人） 4.36 4.36 4.36 4.35 4.35 4.36 + 0.01 人

8. 保有車両数  （3月末、千台） 81,850 82,078 82,175 82,451 82,569 82,700 + 0.2 ％

9. +2.0 +2.0 +2.5 +4.0 +5.1 +5.8 + 0.7
ポイ

ント

10. 10,115 10,190 10,514 10,779 11,374 12,537 + 10.2 ％

専　　　業 9,817 10,007 10,428 10,634 11,091 12,568 + 13.3 ％

兼　　　業 11,097 10,790 10,801 11,257 12,284 12,433 + 1.2 ％

23,646 22,440 23,180 24,003 25,188 25,641 + 1.8 ％

14,284 13,981 14,433 14,857 15,627 16,595 + 6.2 ％

11. 50.2 50.8 51.2 51.7 51.9 52.1 + 0.2 歳

専　　　業 51.2 51.8 52.1 52.7 52.8 53.0 + 0.2 歳

兼　　　業 47.0 47.7 48.0 48.5 48.8 49.0 + 0.2 歳

35.7 36.4 36.8 37.0 37.3 37.9 + 0.6 歳

45.7 46.4 46.7 47.2 47.4 47.7 + 0.3 歳

12. 3,652.6 3,674.2 3,702.5 3,848.8 3,885.9 4,015.2 + 3.3 ％

専　　　業 3,603.8 3,623.8 3,646.1 3,783.2 3,815.0 3,957.2 + 3.7 ％

兼　　　業 3,813.9 3,839.9 3,891.7 4,065.3 4,114.9 4,203.8 + 2.2 ％

4,659.8 4,684.6 4,805.4 4,899.6 5,094.3 5,351.2 + 5.0 ％

3,963.0 3,987.0 4,043.8 4,172.8 4,257.9 4,428.9 + 4.0 ％

　項　　目
５年度 ７年度

対前年
増減率

専　・　兼　業
+ 10.1 ％

令和
２年度

３年度

+ 2.5 ％

自　　　　　 家
+ 9.4 ％

専　　　 　　業
+ 13.4 ％

兼　　　　　 業
+ 0.4 ％

６年度

（給与、各種手当
および賞与）

ディーラー

平　均（自家を除く）

整備要員
平均年齢
　（歳）

専・兼業

ディーラー

平　均（自家を除く）

整備要員
平均年収
（千円）

専・兼業

　整備士保有率　（％）

技術料(工賃)の対前年増減率（％）

整備要員
１人あたり
年間整備
売上高
（千円）

専・兼業

ディーラー

平　均（自家を除く）

専 ・兼業

専 業

兼 業

ディーラー

自 家

　うち整備士数　（人）

デ ィ ー ラ ー

４年度
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毎 月

ETCセットアップ店の申請をご希望の事業場様はFAXでご連絡ください

FFAAXX    002222--223366--33334477

貸与機器使用料　30,400円
（４年目からは　19,300円）

宮城県自動車整備商工組合　TEL 022-236-3325

認証番号

事業場名

３－ T E L ー　　　　ー

ご担当

＊上記諸費用は、2025年から稼働する次期セットアップシステムの料金となります

　　■■  識識別別処処理理情情報報発発行行料料 金金額額（（税税別別））

セット
アップ
１件

ETC 識別処理情報発行料

ETC2.0 識別処理情報発行料

  550円

1,020円

初期設定費用　10,000円

セットアップ実績のある月に、いずれか
一方の金額をご請求いたします

300円（ETC)

600円（ETC2.0）

25,000円

識別情報発行基本料金

内内　　訳訳

30,400円毎 年

初回
のみ

　　■■  諸諸  費費  用用

保証金

開業時セット

初期設定費用

貸与機器使用料

保証金　10,000円（非課税）
＊セットアップ店廃止時に返金します

開業時セット　5,000円

金金額額（（税税別別））

ETCセットアップ店になると、車載器の販売から取り付け、
セットアップまでを全て自社で実施できるようになります！

■■セセッットトアアッッププ店店ののメメリリッットト

  ・・セセッットトアアッッププ手手数数料料収収入入

  ・・車車載載器器のの販販売売収収入入

  ・・車車載載器器のの取取付付作作業業料料収収入入

  ・・車車載載器器のの取取付付作作業業料料収収入入

　　■■セセッットトアアッッププ店店のの要要件件

 ・セットアップ業務を自ら行うこと

 ・車載器の販売または取付を行なうこと

 ・必要なWi-Fi環境を準備できること

 ・経営内容が健全で、法人企業であること

3,ETCセットアップ店　新規募集のご案内
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5,自動車整備業賠償共済保険のご案内
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フロントガラス損壊見舞金フロントガラス損壊見舞金 とはとは
飛び石やひょうなどの落下物、飛来物により
フロントガラスが損壊※し交換する場合、
見舞金をお支払します。

詳しくは、こちらをご覧ください。

お問合せは所属の自動車整備商工組合・協同組合・振興会まで

点検・整備等で入庫して頂いたお客様に「てんけん安心見舞金プレゼント証」
を発行することにより、今後も良好な関係を築き、顧客の拡大・確保・固定化を
図ることを目的とした制度です。

「フロントガラス損壊見舞金」「フロントガラス損壊見舞金」
多くのお客様に喜んでいただいております。
販促品にオススメ販促品にオススメ

支払事由支払事由 見舞金額見舞金額 対象者および対象自動車対象者および対象自動車

15,000円15,000円

運転者
および同乗者
運転者

および同乗者

プレゼント証が
発行された

お客様の自動車

プレゼント証が
発行された

お客様の自動車

フロントガラス
損壊見舞金
フロントガラス
損壊見舞金

死亡・重度後遺障害死亡・重度後遺障害

入　院入　院

通　院通　院

※他の自動車や壁等に接触、衝突により損壊した場
合を除きます。
※地震もしくは噴火またはこれによる津波の場合を
除きます。

100,000円

10日～30日まで

50,000円

31日～60日まで

70,000円

61日以上

100,000円

14日以上

30,000円

【運営団体】　一般財団法人 全国中小企業共済財団（全共済）　〒102-0093 東京都千代田区平河町1-4-12　TEL：03（3264）1511

6,「てんけん安心見舞金」制度のご案内
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